
 
2026年 10月 19日 

県中央水道事務所長 渡邉 隆幸 

(担当:青柳 029-295-1545) 

企業局業務課長    新原 勝人 

(担当:笹沼 029-301-4958) 

 

県中央水道事務所における法人との契約情報の漏えいについて 

県中央水道事務所において、工業用水道事業の料金に係る納入通知書の送付時に、同封

する積算資料を入れ誤り、２法人の納入通知書にそれぞれ別の法人の積算資料を混入し郵

送するという事案が発生しました。 

情報漏えいの対象者に対して、また、県民の皆様の県に対する信頼を損ねる事案を起こ 

してしまったことについて、深くお詫び申し上げますとともに、同様の事案が発生しない 

よう、再発防止に努めてまいります。 

記 

 

１ 事案の概要 

(１)事案発生(判明)日 

２０２６年１０月１４日 

(２)漏えいした情報 

工業用水道事業の料金に係る納入通知書に同封した積算資料 

(法人名称、契約水量、納入金額の対象となる水量、納入金額) 

 

２ 原因 

納入通知書と積算資料を同封し封緘するときに、納入通知書と積算資料の宛名の確

認が不十分であったため。 

３ 経緯 

・10月７日（水） 県中央水道事務所職員が、納入通知書発送のため、納入通知と積算

資料を同封する際、２法人に係る納入通知書にそれぞれ別法人の積

算資料を同封し送付 

・10月13日（火） 納入通知書及び積算資料が、法人に普通郵便にて配達 

・10月14日（水） 誤送付先法人からの電話による問い合わせで誤送付が発覚 

県中央水道事務所職員が、誤送付した２法人の担当を訪問し、謝罪

のうえ、誤送付した積算資料を回収 

・10月15日（木） 県中央水道事務所長において、改めて、誤送付した２法人を訪問し

事情説明のうえ謝罪し了承を得た。 

 

４ 再発防止策 

・郵送発送時に、複数の職員で行う宛名と全ての同封物についての確認作業を徹底さ

せるため、新たに発送簿に発送者及び確認者それぞれサインさせることとした。 

・企業局全職員に対し、再発防止について注意喚起を行った。 

資料提供 


